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研究成果の概要（和文）： 
 

1950 年代の日本企業は、製品においてはアメリカの経済援助も活用して、比較的スムーズに
台湾再進出可能であった。そして製品保守のために、少なくない日本人技術者が台湾に滞在し
た。しかしながら、企業進出は制約が大きかった。特に商社や銀行の台湾進出は厳しく制約さ
れた。制約が緩和され、日本企業が台湾に進出し始めるのは 1960 年代を待たねばならなかっ
た。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
 In the product, the re-advance into Taiwan was comparatively smoothly possible for 
Japanese companies. And for product maintenance, many Japanese engineers stayed 
in Taiwan. However, the restrictions of the business advance were large. Especially a 
trading company or a bank was restrained severely. It was the 1960s that restrictions 
are eased and Japanese companies begin to advance to Taiwan. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 1945 年の日本敗戦は、日本人の植民地や
占領地からの総引き揚げに繋がった。植民地
に直接進出していた企業は接収され、日本か
ら植民地市場へと販売していた企業は市場
退出を余儀なくされた。しかし日本企業は永
遠に退出したわけではなく、少なからぬ企業
は商品の販売であれ資本の直接投資であれ

再進出を遂げた。台湾も例外ではない。 
 日本企業はどのようにして一度撤退した
旧・植民地である台湾に再進出を遂げていっ
たのだろうか。この問題は、日本植民地経済
や植民地経済運営に関係した官僚の研究を
続けている研究代表者にとっても、植民地遺
制をどう評価するかに絡んで無視できない
課題である。しかしながら戦後台湾の経済発
展についての議論は膨大にあり、日本企業の
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接収と公営企業化を論じたものも少なくな
いにもかかわらず、日本企業の台湾再進出の
議論は 1970 年代以降の議論はあっても
1950 年代についてのものは日台双方とも少
ない。全体像は，小林英夫「日台経済関係と
在台日本人団体」、『戦後アジアにおける日本
人団体－－引揚げから企業進出まで－－』、
ゆまに書房、2008 年、pp.205-225 が概観し
ているものの簡略である。1952 年に台湾支
店を再設置した三井物産の歴史を説く台湾
三井物産股份有限公司編、『台湾に於ける三
井物産百年の歩み』、同公司、1996 年のよう
に個々の日本企業史での言及もあるが、台湾
支店単独の社史は珍しく、多くは社史で数行
の記述に止まり詳細不明である。 
 なおかつ 1950 年代の台湾経済を支えたと
言って過言ではないアメリカ経済援助が、日
本企業の台湾再進出とどう関係していたか
が不明である。日本企業がアジア再進出に日
本政府の戦後賠償や援助を利用したことは
有名であり、近藤正臣、永野慎一郎編『日本
の戦後賠償－－アジア経済協力の出発』、勁
草書房、1999 年 などで分析されている。し
かし、台湾再進出は 1960 年代に行われた日
本の経済援助を待たず、1950 年代から進行
した。そこでは、アメリカの経済援助プロジ
ェクトを日本企業が落札する形で再進出し
たものが少なくないが、日本のアジア再進出
の研究では注目されていない。これは台湾側
の研究も同様である。文馨瑩『経済奇蹟的背
後－－台湾美援経験的政経分析』、自立晩報、
1990 年 などアメリカ経済援助の正負それ
ぞれの影響を論じるものが多いにもかかわ
らず、日本との関連は注目されていない。日
本企業の台湾再進出は、他のアジア諸地域へ
の再進出とどのような違いがあるのだろう
か。 
 近年、台湾では情報公開が進み、1950 年
代の公文書の閲覧が容易となった。また台湾
では戦後の経済発展に関するインタビュー
調査報告の刊行が盛んである。本研究は、こ
れら研究環境の好転を利用して、研究の空白
解消に挑むものであった。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、1950 年代台湾の鉄道と電力に
ついて、アメリカ経済援助と日本企業の関係、
そして日本企業を受け入れた台湾側の狙い
を明らかにすることを当初の目的とした。鉄
道と電力どちらも、 
 
1．植民地と戦後を通して重視されたインフ

ラストラクチャーであり、経済援助でも重
点的な資金配分がなされている。 

2．戦後に日本企業の商品（鉄道車両、発電

機など）が多数導入されていることは明ら
かであり、かつ商品の寿命が長いため、購
入された商品のその後も把握し易い。 

3．商品の主たる買い手が、鉄道にあっては
台湾鉄路管理局、電力にあっては台湾電力
公司という公営企業であり、企業の動向が
把握し易い。 

 
という特性があり、本研究の分析事例として
好都合であると推測された。 
 どこまで明らかにするのかについては、 
 
1．鉄道や電力に関する援助計画が、アメリ
カと台湾の間でどのように決まっていっ
たのかを、文献により明らかにする。 

2．鉄道や電力における植民地時代から引き
継がれたインフラストラクチャーがどう
利用され、どう評価されていたのかを、利
用する側の技術力や技術教育、特に植民地
時代の技術をどう継承しどう改変して行
ったかの視点を入れながら、文献により明
らかにする。 

3．当時の日本企業の技術・商品力は台湾側
にどのように評価されていたのかを、これ
も利用する側の技術力や技術教育の視点
を入れながら、文献により明らかにする。 

4．日本企業がどのように台湾への再進出し
たのか（植民地時代の経験や人脈は再進出
に役立ったのか）、アメリカの援助計画に
はどのようなアプローチをしたのかにつ
いて、文献に加えて日本企業 OB への聞き
取り調査を行うことで明らかにする。 

5．上記のような援助運用の背景としての、
アメリカの極東戦略も可能な限りフォロ
ーしておく。特にアメリカが、日本企業の
輸出について（戦後日本の再建とアメリカ
陣営引き入れの観点から）どのような態度
をとっていたかに留意する。 

 
以上の 5点について取り組むのが当初の目的
であった。さらに発展的課題として 
 
6．アメリカの台湾への援助計画と日本企業
再進出の特徴を、ベトナム共和国（南ベト
ナム、1954 年～1975 年）への援助と比較
することで明らかにする。 

 
ことも考えていた。南ベトナムはアメリカ・
日本ともに援助しており、かつ日本企業だけ
でなく台湾企業も進出していた。今回の 3 年
間で十分明らかにすることは容易でないが、
今後の研究発展を考えると興味深い対象地
域であると思われた。 
 
 上記各項が当初の研究目的であったが、実
際に調べてみると、台湾側の 1950 年代資料
の整理が鉄道や電力については、他の分野ほ



どには進んでおらず、もう数年待つ必要があ
ると思われた。一方で、日本の外務省から研
究代表者の公開請求も奏効したのか、『日華
貿易及び支払取極関係一件』という 1950
年代の日台貿易に関する資料群（本巻 14巻、
議事録 6 巻）が公開され、日本・台湾・アメ
リカと 3か国の外交文書を突き合わせながら、
日本企業の台湾進出を検討することが可能
となった。 
 このため当初の研究目的に加え、鉄道と電
力には限定せず、日本企業の台湾進出につい
て外交的側面からも分析することとした。す
なわち、 
 
7．日本企業の 1950 年代台湾進出にどのよう
な問題があると日本政府は認識していた
か、それはアメリカの台湾への経済援助と
もどのような関係があったかを、日本外務
省の文書を中心に、台湾の外交部やアメリ
カの国立公文書館の文書とも比べながら、
分析する。 

 
を研究目的に加えた。2012 年度はこれに重
点を置き、外務省の文書読解に取り組んだ。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究の手法は文献研究を主とし、インタ
ビュー調査で不足を補うことを当初は考え
ていた。文献は日米の刊行物・公文書に加え、
近年に情報公開が急速に進んだ戦後台湾の
公文書や、台湾側で刊行が盛んな戦後の経済
発展に関するインタビュー調査報告を利用
する予定であった。インタビュー調査は、文
献調査では十分な情報を得ることが期待で
きない、日本企業関係者（企業 OB）に対し
て行う予定であった。また台湾との比較の観
点から、（南）ベトナムへのアメリカ経済援
助に、日本企業および台湾企業がどう関係し
たかも、文献調査により考察する予定であっ
た。 
 
 2010 年度の具体的な手法は、以下を予定
していた。研究代表者・研究分担者が台湾に
赴き、資料収集を行う。台北市にある国家档
案管理局（国立公文書館）や台湾鉄路管理局
と台湾電力公司、台湾中部の南投市にある国
史館台湾档案館などが主な資料保管場所で
ある。また台北市の国家図書館（日本の国会
図書館同様に戦後の刊行物を収集する他、お
よび台湾各大学の博士論文・修士論文をも収
集している）や、台北郊外の中和市にある中
央図書館台湾分館（植民地時代の総督府図書
館を引き継ぐ）、中央研究院台湾史研究所（台
湾 大の台湾史研究拠点）も訪問する他、後
述の海外研究協力者との打ち合わせを行う。 

ただし研究分担者の平田雅己は、台湾でなく
アメリカ・メリーランド州の国立公文書館へ
赴き、アメリカの極東外交および南ベトナム
援助についての資料収集に当たる。これには
研究代表者も同行する。通常時は、日本国内
での所蔵機関訪問およびネット上での資料
収集にあたる。国家図書館や中央図書館台湾
分館の登録利用者は、アジア歴史資料センタ
ーを利用するのと同じ感覚で、日本にて博修
士論文や植民地時代刊行物の閲覧ができる。 
また研究代表者は（研究分担者の協力も得な
がら）、日立製作所や川崎重工業など 1950～
60 年代に台湾へ鉄道や電力機器を輸出した
企業を介して、企業の OB と連絡をとり、当
時の輸出状況をインタビュー調査する。 
 
 以上、当初考えた調査手法は、文献収集に
ついては台湾で鉄道や電力について予期し
た資料が出てこなかったり、研究分担者がそ
れぞれ海外研修（北波・平田）・眼疾（前田）・
出産（山田美香）により、十分な分担ができ
なかったことなどで苦労しながら遂行した。
また幸いにして、「研究の目的」にも記した
通り、日本国内で（当初の課題設定とはやや
異なるが）1950 年代の日台経済外交に関す
る有益な資料を得ることができ、一定の成果
をあげることができた。一方で、インタビュ
ー調査は予備調査を進めたものの、適切な仲
介者を得ることができなかったためもあっ
て、期間中には成果を出せなかった。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究開始時は、以下のような結論を予想
していた。 
 
1．鉄道や電力のようなインフラについて台
湾は、国産化と独自技術の開発を志向しな
がらも、当面は日本植民地時代の技術継承、
そして日本商品の購入不可欠であると認
識していた。 

2．アメリカ側も、アメリカ企業の台湾進出
を志向していたが、極東戦略上からも日本
企業をある程度育成する必要性を認識し
ており、プロジェクトの日本企業落札を容
認していた。 

3．日本企業は上記のようなアメリカ、台湾
双方の事情もあり、植民地時代の経験や人
脈をも活かして、比較的スムーズにインフ
ラストラクチャー部門へと再進出可能で
あった。 

 
 実際に分析してみると以上の予想には、修
正すべき点が多々あった。すなわち、 
 
1．1950 年代台湾にとって日本は、主力輸出



商品である砂糖やコメを有利に買ってく
れる貴重な貿易相手であった。これら商品
は、バーター貿易によって日本に輸出して
おり、お互いの輸出額を等しくするために、
台湾は日本政府が台湾に輸出したいと考
えている商品を輸入するよう努めねばな
らなかった。それら商品の中にはインフラ
に関連した工業製品も多数含まれていた。 

2．アメリカ政府は、J.G.White 社をコンサ
ルタントとして台湾に送り込み、アメリカ
の台湾援助をコントロールしており、アメ
リカ企業の台湾進出も支援していた。その
ため日本企業がアメリカの対台湾援助物
資買付の入札に参加できないなど、不利な
取り扱いを受ける場合もあった。しかしな
がら、1959 年のドル防衛策発動まではプ
ロジェクトの日本企業落札を、価格の安さ
から容認するアメリカ政府の部署もあっ
た。例えば鉄道車両を日立が安値で落札し、
アメリカの GM 社が抗議した事例におい
ても、アメリカ本国の援助関係者は日立に
肩入れした。このため 1950 年代後半には
アメリカの対台湾援助の 3割程度は日本企
業が落札するに至っていた。 

3．日本企業は製品においては、上記のよう
な台湾の事情もあり、比較的スムーズに再
進出可能であった。またアメリカの台湾援
助でもある程度の落札成績を占め、日本商
品の台湾進出に寄与したことは上記に記
した通りである。そして製品の保守のため
に、日本人技術者が台湾に滞在することも、
数多く例があった。このように商品と技術
の台湾への再進出は順調と言えるもので
あった。しかしながら、資本進出・企業自
体の進出は制約が大きかった。特に日本企
業の海外進出を支援する立場にあった商
社や銀行の台湾進出は厳しく制約され、
1950 年代を通して商社 4 社、銀行 1 社が
正式に支店設置を認められたに過ぎず、支
店の営業内容も制約を受けた。これら制約
が緩和され、日本企業が台湾に資本進出を
し始めるのは 1960 年代を待たねばならな
かった。 

 
というのが今回の研究で得た成果であった。
すなわち 1950 年代の日本台湾アメリカの関
係は、当初予想と違い政治経済技術を絡めて
複雑な様相を呈していたことを、明らかにす
ることができたのは成果であった。 
 
 途中から追加した目的については、『日華
貿易及び支払取極関係一件』の読解から幾
つかの成果を得ることができた。例えば、
第 5 巻から、1954 年に日本の外務省は日
本の対台湾貿易について 
 
1．台湾糖値引交渉の件 

2．砂糖長期買付契約締結に関する件 
3．FOA 買付地域から本邦を除外せざる件 
4．FOA 入札による輸出を O／A 決済に切替

えざるよう要求の件 
5．中信局の保証金廃止又は引下げの件 
6．果実の台湾向輸出に関する件 
7．本邦銀行の在台支店設置の件 
8．本邦商社の貿易業務営業許可の件 
9．日本映画輸入増加及び上映金送金の件 
10．輸入禁止及び制限緩和に関する件 
11．若素の商標権問題の件 
 
という懸案事項があると認識していたこと
がわかった。このうち、日本企業の台湾進出
に関連する事項は、3 項から 11 項までの多数
を占めており、アメリカの経済援助と関連す
る事項も、3・4 項として存在した（FOA は
当時のアメリカの対外援助機関、O/A は当時
の日本と台湾の貿易決済取り込め）。 
 日本政府は、台湾との毎年の貿易交渉を通
じて、日本商品の対台湾輸出振興、日本企業
の台湾進出、アメリカの対台湾援助への日本
企業の関与拡大に務めていたが、台湾(中華民
国)政府側も、台湾と日本との特殊関係に基づ
いての台湾優遇を主張した。これら両国の主
張が対峙する中で、上記のように日本商品の
台湾進出のみが進展し、先の各懸案事項で指
摘された日本企業の台湾進出は進展しなか
ったことが判明した。以上が、追加した目的
における成果であった。 
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